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Abstract 

Taking two questionnaire surveys, we studied how students’ consideration / behaviors changed through 

Kunimi High School’s EMS approaches. The results revealed that students’ environment-conscious behavior are 

due to both the influence from within Kunimi High School, such as the environmental manager and the 

environmental committee member, and the influence from outside media. As for the approach of EMS of the 

Kunimi high school, it was shown to the student established of environment-conscious behaviors also outside the 

school. 
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１．はじめに 

2002年の環境開発サミットで持続可能な開発の

た め の 教 育 （ ESD: Education for Sustainable 

Development）は、その重要性について議論されて

きた。また、2002年の国連総会では、2005年～2014

年を「国連持続可能な開発のための教育の10年」と

決め、また、わが国では2003年に「環境の保全のた

めの意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律」

が施行された。 

 2006年の教育基本法の改正では、第2条に「生命

を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態

度を養うこと」が新たに規定され、これに続いて

2007年の学校教育法の改正では、「学校内外におけ

る自然活動体験を促進し、生命及び自然を尊重する

精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと」

が新たに規定された。 

 新教育課程では、旧教育課程と比較して、環境教

育の指導についての記載がより明確にされており、

各教育機関での環境教育の取り組みの必要性が認識

されるようになった。環境問題に焦点を当てた学習

プログラムである、環境教育プログラムの実施も全

国各地で進んでいる。石川らは、そのような小中高

等学校や地域連携による事例を体系化している（石

川、2007）。 

 そのような中、長崎県立国見高等学校（以下、国

見高校という。）は2004年4月から、環境マネジメン

トシステムの手法を利用した環境活動の仕組みであ

る高校版 EMS を導入し、校内で省資源・省エネル

ギー活動に取り組んでいる（清水ら、2006）。国見
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高校では、高校版 EMS の方針として、省資源・省

エネルギー活動のほかに、環境教育の推進も環境方

針に掲げている。そのため、毎年1年生を対象とし

て「総合的な学習の時間」に環境教育の時間を、ま

た全学年対象に環境教育講演会を実施している。筆

者らは、国見高校の高校版 EMS の運用とその一環

で行われる「総合的な学習の時間」における環境教

育カリキュラムを総称して、環境教育プログラムと

呼ぶ。 

今日、学校における環境教育プログラムの開発は

数多く実施されている。学校教育におけるエネルギ

ー・環境教育の実践により環境行動の心理要因の変

容や影響について検討を行った早渕は、環境行動を

促す効果的な教育は単なる知識を伝授するだけでな

く、体験を含めたり、具体的な環境情報を提示した

りすることを明らかにした（早渕、2008）。その上

で早渕は、一般の人々を対象に環境行動の実行頻度

と実行容易性について調査を実施し、環境行動実行

のためには、当該行動が個人の利益と関わることや

習慣化されていることが重要であり、習慣に着目す

ると、家庭や学校における実践的な教育が重要な役

割を果たすと結論付けている。しかしながら、この

ような実際に環境配慮行動を促すような環境教育プ

ログラムは少なく、発展途上にある（諏訪ら、2006）。 

 本稿は、高校において実施された環境教育プログ

ラムの実施前後において、生徒の意識・行動がどの

ように変化したのかを明らかにすることを目的とす

る。検討にあたっては、国見高校における環境教育

プログラムの実施前後に収集した調査データを用い

る。国見高校が取り組んでいる環境教育プログラム

は、校内での省資源・省エネルギー活動と環境教育

とを結合させたものであり、筆者らは、国見高校で

達成された環境負荷低減の成果は生徒の環境配慮行

動の定着によりもたらされていると考えている。 

国見高校では、年間を通して省資源・省エネルギ

ー活動を行い、長崎県内の高校でもトップレベルの

成果を挙げている（松田ら、2009）。このような成

果が生徒の環境配慮行動が促された結果もたらされ

たものであるとすれば、EMS を高校において導入す

る意義は高まると考えられる。 

 以下、第2章では国見高校の取り組みを概観し、

第3章では調査データを用いて傾向を把握し、第4章

では本調査から明らかになったことをまとめ、早渕

らの調査結果と比較を行い、本調査結果における注

目すべき点について詳述する。 

 

２．国見高校の高校版 EMS について 

２.１ 高校版 EMS の概要 

 高校版 EMS とは、EMS の国際規格である

ISO14001を基に運用上の負担を軽減する形で、高

校向けに再構成したシステムである。これは、

ISO14001を簡素化させたものであり、高校という

学校組織に適合したものと評価される（清水ら、

2007）。国見高校の EMS 運用の組織図を図1に示す。

この運用主体は、議論を経て運用の方針を定める環

境づくり推進委員会と、運用に必要とされる諸作業

を担う環境づくり事務局である。 

国見高校の高校版 EMS の特徴は、省資源・省エ

ネルギー及び環境教育の推進を目標に掲げた点、そ

の運用には生徒と教職員が携わっているという点で

ある。他の高校における取り組みには、ISO14001

を導入している高校で生徒が構成員である事例はこ

れまでに挙げられておらず(2)（野口ら、2008）、また

ISO14001以外の EMS でも、生徒が EMS の構成員

となり運用に携わっている例も一部でしか確認され

ていない。それに対し、国見高校の環境づくり推進

委員会と環境づくり事務局及びは、教職員と有志の

生徒(生徒環境マネージャー)で構成されている。生

徒が積極的に EMS の運用に携わっている点が、こ

の EMS の特徴と考えられる(3)。 

 

 

 

図 1 国見高校組織図 
出所）松田ら(2009)より引用した。
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２.２ 高校版 EMS の環境負荷低減の成果 

国見高校における高校版 EMS の効果を環境負荷

低減の視点から、その効果をまとめる。 

 表1に示すように、EMS 導入後の国見高校は、電

力消費量を除くすべての項目で大幅な削減を達成し

ている。また、図2には、長崎県立普通科高校の電

力消費量の推移を示した。太線で表しているものが、

県内平均値と国見高校の値である。この図から明ら

かなように、国見高校は長期に渡り生徒1人当たり

の電力消費量が県内で最も低く抑えられている。図

2のグラフは経年推移を見やすくするために、長崎

県立普通科高等学校の中から、無作為に6校を抽出

している。表2に、6校の生徒数及び長崎県立普通 

科高等学校の生徒数平均値を掲げる。 

国見高校は県内高校生徒数の平均値に近く、県内

でも標準的な学校であるので、他の学校への汎用性

の高いシステムが構築できると考えられる。そのた

め研究対象としても適していることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．生徒の環境意識・行動に関する調査 

３.１ 調査方法 

今回筆者らが分析に用いる質問紙を用いた調査

は、2009年5月及び2010年2月に実施した。期間を

あけて調査をすることで、環境教育プログラム実施

前後における生徒の意識・行動の変化が比較可能と

なっている。調査対象は、国見高校の全生徒である

（集合調査法）。調査票は HR の時間を利用し、ク

ラス毎に担任の教師が配布し、その場で回収した。

単純回収率は100％であり、有効回答数及び被調査

者の内訳は表3に示すとおりである。 

アンケート項目(4)は、Ⅰ環境意識に関する質問、

Ⅱ環境配慮行動に関する質問、Ⅲ家庭での取り組み

に関する質問、Ⅳ環境問題の情報源についての質問

の4部構成となっている。Ⅰ～Ⅲの質問項目は、児

童生徒のエネルギー・環境教育の波及効果について

調査をした早渕（早渕、2007）や、児童生徒のエネ

ルギー問題に対する知識・関心、判断、行動に関す

る調査をした三崎（三崎ら、2005）らの質問項目を

参考に作成した。Ⅳの質問項目は、生徒がどのよう

表 1 国見高校の環境負荷低減の成果 

 削減項目 2007 年度（2003 年度比）

 コピー用紙使用量 48％削減 

 燃料使用量※1 23％削減 

 電力消費量 8％増加 

 廃棄物発生量※2 55％削減 

 ※1 燃料は職員室でストーブに使用するものである。 

※2 廃棄物発生量は校内から出される「燃えるごみ」「燃えな

いごみ」の重量を示す。この２つの項目に関しては毎日重量を測

定している。 

出所）松田（2009）のデータを加工した。 
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図２ 長崎県立普通科高校における生徒 1 人当たり

の 1 年間の電力消費量推移 

出所)松田ら(2009)のデータを加工した。 

D校 

※小数点以下四捨五入 

出所)松田ら（2009）のデータを加工した。 

  生徒数(人) 

 国見高校 473 

 A高校 566 

 B高校 383 

 C高校 953 

 D高校 827 

 E 高校 327 

 F高校 137 

 長崎県立普通科高校平均 494※ 

 

表 2 無作為抽出した高校 6 校、国見高校

及び長崎県立普通科高校平均の生徒数 

表３ 有効回答数及び本調査被調査者の内訳 

（欠損データを除く）（単位：名） 

学年 5 月 2 月 

1 学年 129 120 

2 学年 111 108 

3 学年 128 110 
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な情報源から環境についての情報を得ているかにつ

いての問いであり、保坂らの調査（保坂、2006）を

参考に、情報源の選択肢を設定し質問を行った。 

Ⅰ環境意識に関する質問(8項目)は、5「とてもそ

う思う」、4「まあまあそう思う」、3「どちらとも言

えない」、2「あまりそう思わない」、1「まったくそ

う思わない」の5段階評定尺度で尋ねた。Ⅱ環境配

慮行動に関する質問(8項目)とⅢ家庭での取り組み

に関する質問(7項目)については、5「できている」、

4「だいたいできている」、3「どちらとも言えない」、

2「あまりできていない」、1「できてない」の5段階

評定尺度で尋ねた。次に、Ⅳ環境問題の情報源の質

問(10項目)については4「かなり利用する」、3「ある

程度利用する」、2「あまり利用しない」、1「利用し

ない」の4段階評定尺度で尋ねた。属性に関しては、

学年、クラス、性別、環境づくり事務局もしくは環

境委員会に属しているか否かについて回答を求め

た。 

 

３.２ 調査結果 

(1) 単純集計結果 

本節では、生徒の意識・行動の変化について、環

境教育プログラム実施前後において全学年での傾向

と、学年別にみた傾向、そして環境教育プログラム

実施後（2月）における学年間での差異についてま

とめた。 

1) 前後比較（全学年） 

図3に示すとおり「晴天時における窓側の電灯の

消灯をする必要がある」かどうかについて、尋ねた

質問項目では、5月と2月で比較した場合、5「とて

もそう思う」及び、4「まあまあそう思う」の回答

について6％の上昇が見られた。このように5月と2

月で比較したとき3％以上上昇(5)しているものは、意

識に関する項目では、「晴天時に、教室の窓側の電灯

を消す必要がある。」、「水道の使用後は蛇口を閉める

必要がある。」、「ごみは分別して捨てる必要がある。」

の３つである。学校での取り組みに関する項目では、

「昼休みには教室の電灯を消している。」、「晴天時

に、教室の窓側の電灯を消す。」、「水道の使用後は蛇

口を閉めている。」、「裏紙も利用する。」の４つであ

る。 

全体的には、意識よりも学校の取り組みの方がよ

り多くの項目で増加する傾向が見られ、また意識よ

りも学校での取り組みの方が上昇する幅が大きかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 前後比較（学年別） 

本項では学年別に環境教育プログラムの実施前後

で比較した際に見られた傾向についてまとめる。環

境教育プログラムの実施前後において学年別に比較

すると、興味深い結果が顕れた。1学年生徒に関し

ては、「総合的な学習の時間」を利用し、年間を通し

て環境教育を行っているため、意識や学校での取り

組みに関して増加する傾向が予想されるが、それに

反し、1学年生徒の意識・学校での取り組みの16項

目の質問中13項目に関して「とてもそう思う（でき

ている）」、「まあまあそう思う（だいたいできてい

図３ 質問「晴天時に教室の窓側の電灯を消灯する
必要がある」についての回答割合 
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図４ 環境教育プログラム実施前後の空き
教室の消灯に関する学年比較 
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る）」の回答割合が低下している傾向が見られた。 

その一方で、2学年生徒は16項目の質問中14項目

で、3学年生徒は、16項目の質問中15項目で「とて

もそう思う（できている）」、「まあまあそう思う（だ

いたいできている）」の回答割合が増加していた。こ

のような傾向が著しく顕れている学校での取り組み

の「空き教室消灯」を図4に示している。これより、

学年を追うごとに環境配慮行動ができるようになっ

ていることが分かる。 

 

3) 学年比較 

 2月において意識、学校での取り組み、家庭での

取り組みを学年間で比較した際に見られた傾向につ

いてまとめる。 

図5は、空き教室の消灯に対する意識について、

学年で比較したものである。それに対し、図6は空

き教室の消灯に対する行動について学年で比較した

ものである。この結果より、意識に関しては学年が

上がるにつれてやや低下しているが、行動に関して

は学年が上がるごとに大幅に向上していることか

ら、学年が上がるにつれて環境配慮行動ができる生

徒が増加していることが分かる。 

 

(2)統計分析結果 

本節では、行動の変容と外部からの情報との関係

を調査分析し、情報源に関する質問の因子分析を行

った。因子を抽出した後にこれを独立変数とし、生

徒の意識、学校での取り組み、家庭での取り組みを

それぞれ従属変数として、重回帰分析を行った。 

 

1) 因子分析結果 

 環境問題の情報源の10項目に対して因子分析(最

尤法、バリマックス回転)を行い、2因子を抽出した。

第1因子を「環境マネージャー及び環境委員の働き

かけ」、第2因子を「外部メディアの働きかけ」と命

名した。表4に因子分析の結果を示す。 

 

2) 重回帰分析結果 

 全学年の回答について、「環境マネージャー及び環

境委員の働きかけ」と「外部メディアの働きかけ」

を独立変数、生徒の意識・学校での取り組み・家庭

での取り組みを従属変数とした重回帰分析を実施し

た(表5)。 

「環境マネージャー及び環境委員の働きかけ」が

最も有意であったのは、意識と学校での取り組みに

関しては共通して「ペットボトル持帰り」で、次に

「晴天時窓側消灯」であった。また、家庭での取り

組みに関して最も有意であったのは、「暖房設定温

度」であり、次に「冷房設定温度」であった。 

それに対し、「外部メディアの働きかけ」が最も有

意であったのは、意識に関しては「裏紙利用」であ

図５ 空き教室の消灯に対する意識の学年比較
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図６ 空き教室の消灯に対する行動の学年比較

表４ 因子分析結果 

環境問題の情報源の質問 因子Ⅰ 因子Ⅱ

教職員環境マネージャー 0.908 0.227

生徒環境マネージャー 0.892 0.224

環境委員 0.798 0.27

環境情報 0.764 0.351

環境新聞 0.749 0.341

新聞 0.172 0.794

インターネット 0.259 0.646

ラジオ 0.28 0.598

テレビ 0.158 0.51

寄与 3.603 2.079

寄与率（％） 40.029 23.102

因子抽出法：最尤法

回転法：バリマックス法

因子負荷0.5以上を太字とした
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り、次に「ごみ分別」であった。学校での取り組み

では、「裏紙利用」が最も有意であり、次に「昼休み

の消灯」であった。家庭での取り組みでは、「マイバ

ック利用」が最も有意であり、次いで「裏紙利用」

であった。 

 係数に大きく差があるのは、環境意識の「ペット

ボトルの持ち帰り」、学校での取り組みの「空き教室

の消灯」、「水道の蛇口を閉める」、「空き缶をつぶさ

ない」、「ペットボトルの持ち帰り」、「不使用部屋の

消灯」、「水道の蛇口を閉める」である。 

 

3) 考察 

一般的に呼びかけられている環境配慮行動（たと

えば、家庭での取り組みの「不使用部屋の消灯」、「水

道の使用後は蛇口を閉める」、「ごみは分別して捨て

る」）は、外部メディアの係数が高い。その一方で、

国見高校独自の取り組みである、「ペットボトルの持

ち帰り」や「空き缶をつぶさずに捨てる」という環

境配慮行動に関しては、第1因子である「環境マネ

ージャーや環境委員の働きかけ」の方が、係数が高

いことが分かる。つまり、国見高校独自で呼びかけ

られている取り組みに効果があることが量的データ

から明らかになった。 

 家庭での取り組みに関しては、全体的にメディア

の働きかけが大きいことが分かる。もちろん、環境

マネージャーや環境委員会の生徒達は、学校での省

資源・省エネルギー活動に関しては日々積極的に呼

びかけ、一般の生徒が実行できているかチェックを

行っているが、家庭での取り組みに関しては直接的

に省資源・省エネルギー活動を促すことはできない。

しかし、ここに注目すべき点がある。家庭での取り

組みの「冷房の設定温度を28℃にする」や「暖房の

設定温度を19℃にする」、「買い物には、マイバック

を利用する」、「裏紙も利用する」という環境配慮行

動に関しては、環境マネージャーや環境委員は直接

的な働きかけをしていないにも拘わらず、第2因子

である「環境マネージャーや環境委員の働きかけ」

も外部メディア同様もしくはそれ以上に有意である

ことが分かる。つまり、これにより、学校での環境

マネージャーや環境委員の働きかけは、家庭での環

境配慮行動にも影響を与えていることが伺える。 

 早渕(早渕、2008)は、授業内容とは異なる行動へ

の波及効果や長期的な波及効果の検討を行い、授業

で触れていないにも拘わらず、授業後の行動が促さ

れたという報告をしている。国見高校での取り組み

も同様に、学校の中だけでの省資源・省エネルギー

活動に留まることなく、学校外での生徒の行動にも

影響を与えている。 

 また、早渕は環境教育の長期的な波及効果を有効

に働かせるためには、学校教育だけではなく、授業

を受けた後の生徒が日常で接触する情報が重要にな

ってくると指摘していたが、今回の調査で、生徒に

日常的な環境配慮行動を定着させた要因には、国見

高校内部での活動、つまり環境教育プログラムの働

きかけと、外部メディアの働きかけの両方があると

いうことが明らかになった。 

 

４．おわりに 

本稿では、国見高校の生徒を対象にアンケートを

実施し、環境教育プログラムの実施前後における生

徒の意識・行動の変化について検討した。環境配慮

の意識は学年が上がるごとに低下しているものの、

環境配慮行動をする生徒は、学年が上がるにつれて

増加していることが明らかとなった。意識をせずに

行動ができるようになっていることから、学年を経

るごとに環境配慮行動が習慣として定着していると

表５ 重回帰分析結果

注）値は標準偏回帰係数 

環境意識に関する質問 空き教室消灯 昼休み消灯 晴天時窓側消灯 水道蛇口閉める ごみ分別 空き缶つぶさないペットボトル持帰り 裏紙利用

環境マネージャー及び環境委員の働きかけ 0.112
**

0.186
***

0.229
***

0.074
*

0.137
***

0.156
***

0.252
***

0.202
***

外部メディアの働きかけ 0.135
***

0.156
***

0.132
***

0.113
**

0.159
***

0.141
***

0.091
*

0.166
***

R
2

0.031 0.062 0.073 0.017 0.46 0.046 0.074 0.072

学校での取り組みに関する質問 空き教室消灯 昼休み消灯 晴天時窓側消灯 水道蛇口閉める ごみ分別 空き缶つぶさないペットボトル持帰り 裏紙利用

環境マネージャー及び環境委員の働きかけ 0.054 0.118
**

0.158
***

0.077
*

0.074
*

0.152
***

0.171
***

0.143
***

外部メディアの働きかけ 0.111
**

0.2
***

0.1
**

0.139
***

0.132
***

0.07 0.057 0.205
***

R
2

0.016 0.059 0.035 0.025 0.022 0.027 0.032 0.065

家庭（下宿・寮）等での取り組みに関する質問 冷房設定温度 暖房設定温度不使用部屋の消灯水道蛇口閉める ごみ分別 マイバック利用 裏紙利用

環境マネージャー及び環境委員の働きかけ 0.24
***

0.279
***

0.077
*

0.072 0.106
**

0.234
***

0.149
***

外部メディアの働きかけ 0.154
***

0.142
***

0.131
***

0.13
**

0.173
***

0.251
***

0.259
***

R
2

0.086 0.103 0.022 0.021 0.042 0.127 0.094
*
p<.05, 

**
p<.01, 

***
p<.001
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言える。 

また、家庭での省資源・省エネルギーの取り組み

など、環境マネージャーや環境委員が直接的に働き

かけることができない取り組みに関しても、学校に

おける環境マネージャーや環境委員の呼びかけが影

響を与えている可能性があることが分かった。ここ

から生徒を EMS の運用に関わらせている国見高校

の取り組みは、意義あるものであることが窺い知れ

る。省資源・省エネルギー活動において大きな成功

を収めている国見高校で、その活動の中心を担う環

境マネージャーが影響を与えているということが確

認できた。 

今回の調査では、教科学習を加味していなかっ

た。教科学習を加味した調査及び、環境教育プログ

ラムの長期的な波及効果については、今後の課題と

し追って調査を行い報告したい。 

 

【注】 

(1) 筆 者 ら が 2010 年 2 月 に 行 っ た 調 査 に よ る と 、

ISO14001を導入している公立高校で、適用範囲を学

校敷地内としている学校はあるが、生徒を構成員とし

ている高校はない。ISO14001を導入している高校で

は、生徒がシステムの構成員ではないという理由に加

え、そのシステムそのものを理解することが難しく、

運用に生徒がかかわるには課題がある。 

(2) ISO14001を導入している高校では、生徒が構成員に

含まれてはいないが、生徒が委員会活動で EMS 運用

の作業の一部を担う例は、確認されている。 

(3) 清水は（清水ら、2006）、EMS 運用に携わる生徒が、

周りの生徒への環境配慮行動を促す可能性があるこ

とについて示唆している。 

(4) ペットボトルの持ち帰り、空き缶をつぶさずに捨てる

という実施事項に関しては国見高校独自の取り組み

である。「ペットボトルを持ち帰る」というルールは、

もともと学校内ではペットボトル飲料の販売はされ

ていないために、設定されたものである。「空き缶を

つぶさずに捨てる」のは、廃棄後にスチール缶、アル

ミ缶の選別作業をする際、つぶして廃棄されると選別

に手間がかかるので、つぶさずに捨てるよう自治体よ

り依頼があったためである。 

(5) 3％という変化は小さいかも知れないが、2回調査を

実施したサンプル対象が同一であるため、その変化を

強調するために3％以上を取り上げている。 
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付録 質問紙 

 




